講演議事録（要旨）
衆議院議員　細野 豪志 氏（民主党副幹事長、組織・企業団体委員長）

＜政治とカネ＞
まずは、現在世間をお騒がせしている“政治とカネ”の問題については率直にお詫び申し上げたい。1月の通常国会は予算審議をして、民主党の考えを説明する場であるが、政治とカネの問題で国会審議が時間を取られてしまっている。小沢幹事長の問題については、推移をしっかり見守りたいが、国民の皆さまに選ばれた国会議員として、しっかりとした説明をする責任があると思っている。

＜民主党の政策決定プロセス＞
民主党の政策決定の最大の特徴は政治主導であり、自民党は、官僚内閣的な運営であった。

従来、それぞれの省庁はピラミッド型になっており、事務次官がそのトップにいた。そして大臣の位置付けはピラミッドの上で、政策の最終決定や記者会見を事務次官がしてきた。大臣も最終的にはハンコは押すが、政策決定に直接関与してハンコを押すという事はこれまでなかった。
では、副大臣や政務官の位置付けはどうかというと、これまで「盲腸」と呼ばれていた。「盲腸」は、人体には不必要で、痛くなったら切ればよい存在であり、つまり副大臣・政務官は、政策決定プロセスに入っていなかったので、民主党としてはこの仕組みを変える必要があった。
どうしたかというと、政務三役をピラミッドの中に入れる、つまり政策決定に政務三役が関わるようにし、大臣が副大臣と政務官を指名できる仕組みとした。自民党が与党時代は、副大臣・政務官は、なんと派閥ごとに人数を割り振って決めていたので、政務三役の足並みが揃わないことが多々あった。現在の仕組みになると、今まで頂点として君臨していた事務次官は必要なのかという議論になる。実際、行政刷新会議では、その議論は始まっている。事務次官の記者会見や事務次官会議は既に廃止しているので、彼らは政策の最終決定者ではなくなった。
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＜政府・与党の一元化＞
民主党は年末、政府側に申し入れをし、予算(案)が決まった。このことに対して、党が政策決定をしており、政府・与党の一元化が崩れたとマスコミは報道しているが、民主党が主張してきた“一元化”が必ずしも世間に理解されていなかったと感じている。
現在、民主党議員は400名強だが、そのうち政府に入っているのは70名強であり、300名以上の政府に入っていない議員が政策に関与できないということはあり得ないわけで、政策決定の考え方・やり方を変えていこうとしているのである。

従来自民党議員は、例えば道路族は国土交通省の道路局長と、厚生族は厚生労働省の○○局長と、というように、官僚と密接に関わりながら政策を決めてきており、例え大臣が政策決定に影響力を及ぼそうとしても、官僚に骨抜きにされることが多かった。この仕組みを民主党は問題視し、現在は官僚へ影響を及ぼすのではなく、政務三役を相手として、政策に関わっていくこと、つまり、党の政策を官僚に提案するのではなく、政府に提案するということを重要視している。
企業・団体の皆さまからも、まず私が話を伺い、政府との協議が必要と思えば政府と話し、政務三役と直接話して頂いた方が良いと思えば直接話をして頂けるようつなぐ等、党としてしっかり対処する仕組みはできている。
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＜新しい国会運営＞
国会にも改革が必要と考えている。あえて言うと、現在の鳩山政権は突っ込みどころ満載なのに、谷垣自民党総裁の質問は緩すぎてイライラする。そこで、与党議員と野党議員の役割はまったく違うんだということに気が付いた。あえて言えば、国会はアメフトに似ている。アメフトは野球のように攻守がはっきり分かれているが、野球と違うのは攻守の交代で選手も入れ替えることだ。攻撃は攻撃専門の選手、守備は守備専門選手で、ディフェンダーは基本的にボールを扱う事が少ないので、名ディフェンダーでもボールの扱いはびっくりするぐらい下手くそだ。
昨年、政権交代で攻守が交代した。谷垣さんは今まで与党の役職を歴任しており、ディフェンダーとしては一流だったかもしれないが、野党となって攻撃に回るとどうにもならない。また民主党も、まだまだ守備に慣れておらず、先の臨時国会で長妻厚労大臣が舛添さんのことを三回も「舛添大臣」と呼んだという笑い話もある。ただ、手前味噌で言えば、攻撃の上手い選手の方が、ディフェンダーには転向しやすい。例えば、菅さんは攻撃的なディフェンダーだ。守備ばかりしてきた人は必ずしも攻撃が上手くない。民主党はそこに助けられている。
攻守交代（政権交代）の良かったところは、お互いの立場が初めて分かったことと言っても良い。お互いの難しさが分かったのだから、従来の国会のやり方でいいのかをお互いが考えるべきである。
従来、政府提出法案が何割決まるかを、与党の国会の評価としてきた。9割で圧勝、8割超えればまあまあ、7割で野党にやられたという感じで、逆に野党にとっては阻止率が高い方が良い。そこで野党の戦法として、先延ばし戦法が出てくる。通常国会であれば会期は150日なので、できるだけ政府・与党を妨害し、先延ばしすれば阻止率が上がる。私も以前、河野洋平衆議院議長の入室を阻止するという妨害行為をしたことがある。

現在、攻守が入れ代わり、きっと自民党もそういう妨害行為をやるだろうし、もしかしたら我々も強行採決を繰り返す与党となるのかもしれない。しかし、それではあまりにも不毛ではないだろうか。国会の改革のために、会期そのものをなくすのも一つのアイディアであると思う。また、民主党の持論として議員自身で考えることが重要である。今までは国会での質問の事前通告が前日の夕方に出てきており、官僚が徹夜で答弁書を作って、大臣はそれを読むだけだった。大臣が自分で考えて答弁するためには、数日前には事前通告をする必要がある。そういう国会改革案について、いろいろ提案している。
官僚答弁を禁止し、政治家が答弁することは、むしろ野党にとってメリットのある改革だ。民主党が野党時代に法案を出して我々が答弁する時は、事前準備はするが答弁は自分しかいない。対して与党の自民党は、後ろから官僚に紙を渡されて読むか、官僚が出てきて答弁をすれば良かったので楽だった。官僚答弁を禁止にすると、実際一番きびしくなるのは政府であり、極論すれば与党・政府にとってメリットになることはひとつもない。すべては国会の活性化のためで、野党にとってはメリットのある改革なのに、なぜか自民党は反対しているという、非常に奇妙なことが起こっている。せっかくお互いの立場が分かり始めてきたのだから、新しい国会運営をしていくというのは検討に値することだと思っている。
＜当面の政策課題＞
当面の課題は何と言っても景気対策である。補正予算7．2兆円という金額には議論はあるだろうが、景気の二番底を回避するという意味でも最低限の金額ではないだろうか。二番底がなぜ怖いか。今回の不況はすでに底を打っている。このまま水面を出てからまた下がるのであればまだ良いが、水面に出る前に落ちることを二番底と言い、一番底よりさらに底が深くなる。この経済対策に対して、国民新党の亀井大臣がもっと予算の規模を大きくしなければならないと言ったのは、先見性からもタイミング的にも、鳩山政権にとってプラスだったと思う。

平成22年度の予算(案)の大きな特徴は、大きく二つある。一つ目は歳入面で税収が大きく落ち込んだことと、税外収入（埋蔵金）を10兆円以上組んでいることである。埋蔵金は一過性のもので恒久的な財源ではないという批判があるが、これだけ使える10兆円規模の埋蔵金を自民党政権がため込んでいたということは事実であり、埋蔵金はその年のストックとして使えるだけでなく、どこかに無駄があったということだ。とにかく今は、ため込んでいる埋蔵金の所在を確認し、毎年なぜそのようなお金が放り込まれていたかを解明していく必要がある。そして、特別会計や埋蔵金へのお金のフローから、どれだけ財源として引っ張り出せるかが課題となる。本当は昨年中にこれをやれれば100点だったが、時間の制約や見込み違いもあってできなかった。現在埋蔵金を掘り出すという段階に留まっているのは、我々の反省点でもある。
二つ目は歳出面で、「コンクリートから人へ」とシフトしたことだ。例えば、公共事業関係費7兆700億円から5兆8千億円となったが、我々は決して公共事業を否定しているわけではなく、地方交付税を1兆円増やし、必要な公共事業については対応できるようにしている。また、診療報酬の値上げも歳出面の大きな特徴の一つだ。地方の中では、比較的都市部と言われるような地域でも“医療崩壊”が起こっている。財務省の抵抗は強かったが、最終的には診療報酬を全体としてプラスに持っていくことに成功した。ここは、政権交代の具体的な成果としてしっかりと皆さんにお伝えできる部分だと思う。
＜食品業界の課題＞
マニフェストでの最重要項目は農業の戸別所得補償制度で、農水省が要求した予算の100％を財務省に認めてもらった、非常にまれな政策である。米は1反あたり8俵収穫でき、1万5千円程度でJAに卸している。これに対して、1俵当たりプラス1,800～1,900円を保証し、耕作放棄地の増加に歯止めをかけたい。また、麦や大豆等にも2,000億円強の所得補償費を付けている。これによってカロリーベースでの食料自給率をできるだけ上げていきたい。現在食料自給率は40％だが、当面は50％をめざし、近い将来には60％をめざす。食品業界では相当量を輸入食料に頼っていると思うが、決して輸入食料自体の制限を考えているわけではない。ただ、民主党政権は国内農産物をできるだけ育てていくという方向にあるということをご理解いただきたい。
もう一つの農政上の重要なテーマは、食の安全確保である。野党時代、食の安全に関して「食の安全・安心対策関連法案」というトレーサビリティーに関する法律を出している。BSE以降、牛肉に関してはトレーサビリティーが確立・機能しており、この仕組みを色々な食品に拡大していこうというのが民主党の考え方である。トレーサビリティーを徹底すればするほど、食品加工業にとってはきびしい制度となるし、場合によってはコストがアップする可能性が高いという事も理解しているが、農水省では、トレーサビリティーをどこまで義務付けできるかという勉強会を実施し、検討を始めている。食品業界の皆さんからは、様々なご意見を聴かせて頂ければ非常にありがたい。必要があれば農水省や関連部署に伝え、しっかり検討したいと思っている。
トレーサビリティー制度は国内で徹底するだけでなく、世界全体に広げていきたいと考えている。年末に作成した「成長戦略」では、アジアの所得を倍増しようということを記載しており、アジアを一つの内需として位置付け、食の安全に関する制度等も広げていこうとしている。食品の関税障壁はまだまだ高いが、世界の貿易は、制度のハーモナイゼーション(均一化)に完全に関心を移している。食品業界も例外ではなく、世界でHACCPやトレーサビリティー制度の導入を進めることによって、国内の食の安全確保につながると考えている。国内でHACCPやトレーサビリティーを徹底的に導入しましょうというと、「大変だ、下請けや中小企業が倒産する」とお考えになると思うが、かつて自動車産業に環境規制を入れた時、当初は「無理だ、生き残っていけない」という意見が大多数だったが、それを乗り越え、国際競争力を付けていった。食品についても、近い将来そのような時代が必ず来る。トレーサビリティー制度に対してきびしい見方をお持ちとは思うが、ぜひ前向きにとらえて頂きたい。
以　上
1
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